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1　はじめに－ポストコロナを目指
して

　新型コロナウイルスとの闘いが続いている。
世界の感染者数は444万人、死者は30万人。日
本人感染者数は16,000人を超え、死者は700人

（５月15日現在）。４月7日に発出された緊急事
態宣言は解除されたが、第二波、第三波が心
配される。
　多くの人が「いつになったらあの日に戻れ
るのか」と嘆いている。気持ちは痛いほどわ
かる。だが、私は「もう戻れない」と思って
いる。感染が終息しないということではない。
近々、ワクチンや治療法が開発されるだろう。
私が言うのは「戻る必要はない」ということだ。
　新型コロナウイルスも「自然災害」だ。「災
害は等しくすべての人に及ぶ」としばしば言
われる。確かにウイルスは人を選ばない。し
かし、被害は決して平等ではない。なぜなら
災害というものは、元々社会に存在した矛盾
や格差、差別、あるいは構造的脆弱性が拡張
し露呈する事態であるからだ。たとえ新型コ
ロナウイルス感染による死を免れたとしても、
今後「コロナ関連死」が増えるのではないか。
私達が「戻りたい」と思っている「あの社会は、
本当に戻りたいような社会だったか」。私達は、
改めて考えたい。失業をはじめ、現在噴出し
つつある「困難」が「元の社会」に起因する
なら、戻ったところで意味はない。経済が低
迷した途端に、自殺やホームレスに追い込ま
れるような社会に戻ってどうなる。ならば「も
う戻らない」、あるいは「その先へ」を考えて
も良いのではないか。
　この拙稿は、ポストコロナ社会および人と
人とが地域で共に生きるためのヒントとして

「伴走型支援」を紹介する。これはNPO法人

抱
ほ う

樸
ぼ く

が30年以上に及ぶホームレス・困窮者支
援の現場において見出した新しい支援の形で
ある。

2　社会的孤立の現状－なぜ、人は
助けてと言えなくなったか

　2008年リーマンショック後、雇い止めや派
遣切りに遭った若者が路上に投げ出された。
彼らの多くは「助けて」と言えなかった。なぜ、
彼らは「助けて」と言わなかったのか。その
理由を考えることにより、なぜ伴走型支援が
必要なのかを探りたい。そこには以下の四つ
の理由があると思う。
　第一の理由は、「つないでくれる人」や「教
えてくれる人」がいないということ。家を失っ
た時、失業した時、困った時、どこに（誰に）
相談すればよいかを彼らは知らなかった。学
校では、そのようなことを教えていない。ど
れだけ制度が整っていても、それを知らない
と無いのと同じこと。例えば、多重債務は自
殺の要因の一つだと言われているが、債務は
５年（最後の債務の承認から）で時効の援用

（自分が申し出ることによって活用できる）が
できる。だが知らないと活用できない。多重
債務が人を殺すのではない。「無知と無縁」が
人を死に追いやるのだ。
　第二の理由は、「他者がいない」こと。路上
の青年に「大丈夫？」と声をかけても彼らは「大
丈夫です」と答えていた。プライドがそう言
わせるのか。それだけではない。彼らは自分
の現状を認識できないでいた。隣に座り込み、
話しているうちにだんだんと自分の状況に気
づき始め、ついには「助けてもらえませんか」
と言い出す。なぜ、そうなるのか。人は他者
との関係の中で自分を知るからだ。他者性が
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無くなると自分が解らなくなる。孤立による
自己認知障害により、危機感すら持てず「助
けて」と言わない。それが孤立ということに
他ならない。
　第三の理由は、すでに常態化した「自己責
任論社会」ということ。「自分のことは自分で
何とかするしかない」、「他人に迷惑をかけて
はいけない」は、もはや社会の常識となって
いる。「助けてくれる人はいない」と多くの若
者はあきらめていたのだ。
　第四の理由は、そもそも「生きる意欲がない」
ということ。どんな制度が使えるか、自分が
どんな状態かは知っている。自己責任だけで
はどうしようもないことも解っている。しか
し、肝心の「生きる意欲がない」。では、「意欲」
は何によって醸成されるのか。お金や評価さ
れることも大切だが、何よりも「人」との出
会いや関係において「生きる意欲」や「意義」
は与えられる。例えば、「人は何のために働く
のか」との問いに、「食べるため」、「お金のため」
と答える人は少なくない。しかし、実際には
人は「誰かのため」に働くのだ。生きる意味は、

「他者」、あるいは「愛する誰か」の存在を通
して与えられる。人が「自律」するには、「他
者」の存在が不可欠なのだ。
　結局、助けてと言えない理由は、「他者不在」、

「伴走してくれる人がいない」という現実、社
会的孤立にあると思われる。これが解消され
ないと自立は、孤立で終わり、生活は安定し
ない。次にその事例を見たい。

3　ハウスレスとホームレス－自立
が孤立に終わらないために

　1988年12月、NPO法人抱樸は、おにぎりと
豚汁をもって野宿する人々を一人ひとり訪ね
歩くことから活動を開始した。だが炊き出し
だけでは問題の解決にはならない。1990年頃
から居住支援が始まった。当時、私達は、路
上生活者の抱える「困窮」は、「家が無いこと」
と「仕事が無いこと（仕事が出来ない人には
生活保護を申請）」だと考えていた。
　最初に居宅設置をしたのは70歳近い男性。
無事入居し生活保護の受給も決まった。これ
で安心と思った数か月後、大家さんから「異

臭がする」との連絡が入った。訪ねるとすで
に電気は止まっており、家はゴミ屋敷に。なぜ、
こんなことになったのか。
　私達は二つの要因を考えた。一つは本人の
要因。彼には何らかの障害があったか、ある
いは生活自立の経験が無かったのだ。現在の
抱樸ならアセスメント時点でその課題はすぐ
に見出しただろうが、当時はそうはいかなかっ
た。もう一つは「他者の不在」という社会的
要因である。人はいつ掃除をするか、人はな
ぜ掃除をするか、そもそも掃除は毎日やるべ
きと言いたいがそうもいかない。私などは、
誰か訪ねて来ると慌てて掃除をする。「他者の
存在」が行動の動機となる。この一件で自立
が孤立に終わっていては意味がないことを私
達は知った。
　路上で「畳の上で死にたい」と言っていた
方がアパートに入居する。しかし、「もう、安
心」とはいかない。「俺の最期は誰が看取って
くれるか」と言い出す。従来ホームレスや困
窮者の自立支援では、居宅設置や再就職がで
きればそこで支援は終了となる。だが、「誰が」
という問いに答えがないならば、その自立が
孤立に留まっていることになる。
　伴走型支援においては、「この人には何が必
要か」と同時に「この人には誰が必要か」を
考えてきた。アパート、保証人、仕事に加え、「伴
走する人」をどうつなぎ合わせるかが重要で
ある。私達は、「ハウス」に象徴される「経済
的困窮」と「ホーム」に象徴される「社会的
孤立」を分けて認識することにした。「ハウス」
と「ホーム」は違う。この二つの課題を同時
に解決する仕組み、すなわち課題解決型の支
援と伴走型の支援の両輪が必要だった。2013
年の「生活困窮者自立支援制度」や、昨今の
地域共生社会などにおいて、この二つは基本
的視座となった。
　実は、このことに気づかせてくれたのは一
人のホームレスとの出会いだった。彼は、中
学生から深夜の襲撃を受けていた。「なんとか
してほしい」との訴えのもと、教育委員会な
どと話し合ったのだが、そのやり取りの中で

「真夜中にホームレスを襲いに来る中学生は、
家があっても帰るところがないんじゃないか。
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親はいても誰からも心配されていないんじゃ
ないか。俺はホームレスだからその気持ち、
わかるけどなあ」と彼は言うのだった。中学
生は家に住んでいるから「ハウスレス」では
ない。しかし、「帰るところがない」「心配し
てくれる人がいない」のならば、それは「ホー
ムレスだ」と彼は言うのだった。
　あれから30年が過ぎた。ホームレス自立支
援は進み、路上生活者（ハウスレス）は減った。
だが、社会的孤立（ホームレス）はどうであ
るか。この30年で社会が路上に追いついたよ
うに私には見える。

4　社会的孤立の現在
　日本は、「地縁・血縁・社縁（会社の縁）」
に象徴される「縁（えにし）」の社会だと多く
の人が考えている。特に家族は、「家」という
概念で時に家族を束縛した。しかし、ホーム
レス支援の現場では、必ずしも「血は水より
も濃い」とは言えない。例えば逝去時、家族
が引き受けるケースは２割にも満たない。ま
さに「ホームレス（社会的孤立）」の現実がそ
こにあった。
　OECDが2005年に出した「社会的孤立」に

関する国際調査（資料①）では、「友人、同僚、
その他の人」との交流が「全くない」あるい
は「ほどんどない」と答えた人が、日本の場
合15.3％に及ぶ。米国3.1％、ドイツ3.5％、英
国５％、韓国7.5％。20か国中最も孤立が進ん
でいるのが日本なのである。ちなみに2012年
の相対的貧困率は、米国17.4％、日本16.1％で
ほぼ同じ。しかし、孤立率では日本は、米国
の５倍に達する。「お金はないが友達はいる」
のが米国で、「お金も友達もいない」のが日本
ということになる。
　また、2018年１月英国政府は、「孤独問題担
当大臣」を新設した。これは2017年度に実施
された大規模な調査の結果、孤独が人の肉体
的、精神的健康を損なうとの結論に達したか
らだ。孤独は、肥満よりも、あるいは１日15
本の喫煙よりも有害であり、医療費の過剰負
担が320億ポンド（4.9兆円）に及んでいるこ
とが判明した。先の調査によると日本は英国
の３倍孤立しており、さらに人口は英国（6,500
万人）の倍である。となると日本の健康被害
は英国の６倍、約30兆円と推測される。これ
は日本の国家予算の一般歳出に占める社会保
障費に匹敵する。

資料①

 
  

社会的孤立の調査 OECD諸国の比較 
※相対的貧困率（２０１２年） 米国１７．４％  日本１６．１％
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　英国政府は、その対策として「Social prescribing
（社会的処方）」ということを実験的に実施し、
「薬」の処方ではなく「社会関係改善のための
処方」を医者が出すという。例えば、孤独状
態にある人がサークルなどに参加するための
費用を医療費として認める。英国は、医療費
を全額国が負担している。このパイロット実
施で医療費が20％縮小したとの報告もある。
　孤独や孤立は個人の生き方の問題だとされ
てきたが、日本の現状はもはやそのような「個
人の問題」を超えて進行している。すでに常
態化した自己責任論社会は、人と関わらない
こと、あるいは助けないことを肯定してきた。
結果、孤立は個人の事柄ではなく「社会的孤
立」として存在しており、それは医療費をは
じめとする社会保障費などにも直結する事柄
となっている。

5　孤立時代の支援のかたち－伴走
型支援

　これまで「支援」と言えば「問題を解決す
ること」を意味した。問題は苦難であり、解
決されることを望むのは当然である。
　しかし、「課題解決型支援」には、「副作用」
が伴う。例えば「成果（解決）」を出すことに
とらわれ、成果主義に陥ってしまう。あるい
は、「成果（解決）」が出そうな相談者に限っ
て相談を受けるという「クリームスキミング」
が生じる。その結果、「成果（解決）」が出な
いと支援すべてが無意味であったと考えてし
まう。
　平成29年12月に「社会保障審議会生活困窮
者自立支援及び生活保護部会」が出した報告
書には、「（断らない相談支援）自立相談支援
事業のあり方としては、相談者を「断らず」、
広く受け止めることが必要であり、（中略）こ
うした『断らない』相談支援については、今
後とも徹底していかなければならない」。一方
で報告書には、以下の意見が添えられている。

「『断らない』相談を継続するために、相談を
受け止める相談支援員がバーンアウトしない
よう、スーパービジョンやフォローアップ研
修等が必要との意見があった。」断らないと、
なぜ支援員はバーンアウトするのか。それは

「課題解決型支援」においては、「相談を受け
ること」が「問題を解決すること」を意味す
るからだ。
　対策として支援員のスキルアップが必要で
あるとの意見が添えられたが、それで良いの
か。研修は常に必要だ。ただ、どれだけ研修
を重ねても、すべての支援員がすべての問題
を解決できるようになるとは思えない。考え
なければならないのは「支援論の多様化」。「伴
走型支援」という新しい支援論を持つことが
重要となる。「課題解決型支援」と「伴走型支
援」は、これからの支援の両輪である。
　解決を目的とする「課題解決型支援」に対
して、伴走型支援は「つながること」、つまり

「孤立させないこと」を目的とする。問題が解
決できても、できなくても「つながる」、それ
が「伴走型支援」である。
　このような新しい支援の視点は、「相談」と
いうことの意味を豊かにした。「課題解決型支
援」における「相談」は、問題解決という目
的のための「手段」であった。一方、伴走型
支援における「相談」は「支援そのもの」となる。

「相談」は「つながり」そのものを意味する。
伴走型支援の目的は「伴走」であり、手段で
はない。このような新しい支援論を持つこと
によって、問題解決という「成果」を出すこ
とだけに縛られてきた支援員のバーンアウト
を防ぐことができる。
　「孤立」そのものが大きな問題であることに
加え、雇用慣行の変化に伴い社会が不安定化
していることも伴走型支援が必要な理由でも
ある。一旦再就職が果たせても、雇用の受け
皿が非正規雇用だとすると、自立後、第二、
第三の危機が訪れる事態となる。「その日、誰
に相談できるのか」、つまり、「誰とつながっ
ているか」は、課題解決以上に大切な事柄で
ある。課題解決と共に「つながる」ことが必
要となっている。
　これまでの社会保障制度は、金銭、現物、サー
ビスなどの給付の仕組みであった。しかし、
給付だけでは孤立に対処できないのは明らか
である。従来の現金等の給付に加え「相談給
付（手続き的給付：菊池馨実）」が重要となる。
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6　家族機能の社会化
　では、伴走型支援の内実とは何か。その一
つが「家族機能の社会化」である。
　日本型社会保障制度は、企業と家族によっ
て形成されてきた。企業は、良くも悪くも男
性働き主に家族分の給料を出し、それが保障
のベースとなった。新卒一括採用、終身雇用
という日本型雇用慣行に裏付けられたこの仕
組みは、比較的安定した社会を築いてきた。
かつては、企業が家族を支え、家族は家族を
支え、その家族が支えられなくなった時点で
家族が公的制度につなぐという構造を持って
きた。これが日本型社会保障である。（資料②）

　しかし、すでにこのような正規雇用を中心
とした社会は大きく変化した。非正規雇用が
４割を超え、単身化も進んだ。それに引っ張
られ家族の力も落ちた。そして、企業と家族
が縮小し、結果、家族と制度の間に隙間ができ、
家庭内で困った事態が生じても公的支援につ
ながらなくなった。「隙間」と言えば、通常「制
度と制度の隙間」を指す。しかし、実は「隙
間」は、もう一つ存在する。それは「家族と
制度の隙間」である。では、従来家族が引き
受けてきた機能を誰が引き受けるのか。それ
は、地域や社会、つまり「赤の他人」しかい
ない。
　抱樸の中心的な働きは、社会福祉法人のよ
うな制度の事業ではなく、家族が担ってきた
働きであり、家族が果たすことができなくなっ
た部分である。抱樸は、それを「家族機能の
社会化」とした。この部分は、これまで家族
が担ってきた部分である故に、費用は発生し

ない。故に、これを事業として構築すること
は難しかった。家庭の働きは原則「無料」であっ
たからだ。
　家族機能を社会化するために、家族機能を
以下の五つに想定した。
　第一の機能は「家庭内サービス提供機能」
である。食事、看護、入浴、教育など家族は、
直接サービスを提供してくれる。この部分は、
すでに一部社会化している。その典型は、介
護の社会化である。さらに、最近ではコンビ
ニエンスストアで、調理済みの一人分の総菜
が販売されている。あるチェーン店では、こ
の総菜コーナーを“お母さん食堂”と名付け
ている。
　第二の機能は「記憶」である。家族は記憶
の蓄積の場所である。記憶とは、思い出やア
イデンティティーであるのみならず、データ
ベースの機能を果たす。家族は明文化されて
いなくても、情報を蓄積している。現在起こっ
ている様々な事象にどう対処すればよいかを
考えるには、過去の情報が必要だ。例えば、
中学生の長男が高熱を出した。発疹も出てい
る。しかし、記憶があれば「この子は、水疱
瘡を３歳でやって麻疹もやった。だから、こ
れは風疹ではないか」という判断ができる。
　しかし、ホームレス支援の現場では、路上
で倒れている人を即時的に支援する。名前も
解らない、年齢や既往歴も何も知らない中で
支援をする。そして、知ったことをすべてデー
タベースとしてPC上に記憶する。家族がいれ
ば、家族に尋ねることができるが、家族がい
ない場合は、出会った私達が、家族として記
憶することになる。また、それをデータベー
ス化することによって、複数のスタッフの対
応が可能となる。家族は少数精鋭だが、家族
機能の社会化は、より多くの人々が関わるこ
とを想定している。個人情報の扱いなど注意
を要する点も多いが、家族無き時代となった
今日においては、誰が記憶を蓄積するかは大
きな課題となる。
　第三の機能は、「つなぎともどしの連続的行
使」である。家庭の中のサービスでは収まら
ない事態となった時、家族は社会資源へつな
ぐことに奔走する。ただ、「つなぐ」は福祉業

資料②
抱樸が目指したもの「家族機能の社会化」 

 従来の社会構造⇒家族・企業と制度 
 現在・・・家族と企業の縮小 
   制度の隙間と制度との隙間   
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新たな
隙間 
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制度の隙間と制度との隙間
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　一方、葬儀の有無は、現在「居住問題」の
根幹の課題となっている。調べでは大家の８割
が「単身高齢者」の入居を拒否しているという。
それは、亡くなった時の死後事務を引き受け
る人がいないことが要因だと言われている。
これまで家族の役割だった葬儀を、家族機能
の社会化として地域社会でどう担えるのか。
　伴走型支援は、家族機能の社会化を基盤と
した地域共生社会の創造を目指すものである。

奥田 知志（おくだ・ともし）

NPO法人抱樸理事長、東八幡キリスト教会牧師
1963年生まれ。関西学院大学神学部修士課程、西
南学院大学神学部専攻科をそれぞれ卒業。
九州大学大学院博士課程後期単位取得。1990年、
東八幡キリスト教会牧師として赴任。同時に、学
生時代から始めた「ホームレス支援」に北九州で
も参加。事務局長等を経て、北九州ホームレス支
援機構（現・抱樸）の理事長に就任。これまでに3,500
人（2020年３月現在）以上のホームレスの人々の
自立を支援。そのほか、共生地域創造財団代表理
事、全国居住支援法人協議会共同代表、国の審議
会等の役職も歴任。第19回糸賀一雄記念賞受賞な
ど多数の表彰を受ける。ＮＨＫのドキュメンタリー
番組「プロフェッショナル仕事の流儀」にも２度
取り上げられ、著作も多数と広範囲に活動を広げ
ている。
著書『いつか笑える日が来る』（いのちのことば社）、
『助けてと言える国へ』（茂木健一郎氏共著・集英
社新書）、『生活困窮者への伴走型支援』（明石書店）
など。

著 者 略 歴

界では以前から言われてきた。一つの制度や
施設が抱え込むのではなく、様々な社会資源
との連携やつなぎが必要であることは誰しも
認めるところである。しかし、家族には「も
どす」という機能があった。「つなぎともどし」
がセットになっている点が家族機能の特徴で
あると言える。
　家族がいない人が病院から退院することに
なった。相談員は施設を紹介し「つなぐ」。だ
が「つないだ後」その人がどうなったかにつ
いては、病院は関知しない。だが、家族はそ
うはいかない。入所先の施設を訪れ、もし、
その施設が問題のある施設であるならば、家
族は一旦「もどし」、そして「つなぎ直す」。
家族は、「つなぎともどし」を連続的に行使し、
より良い「つなぎ先」を模索する。さらに、
このような家族の働きが、結果として地域の
社会資源を淘

と う

汰
た

していくことにもなる。
　第四の機能は「役割の付与」である。家族は、
助けてくれるだけではなく、すべての成員に
それなりの役割を与えてくれる。人には「出番」
が必要だ。助けられっ放しでは元気が出ない。
これまでの「支援」という概念には、この部
分がそもそも含まれていない。
　第五の機能は「共にいる―何気ない日常」
である。これは果たして「機能」と言えるの
かとさえ思うが、実は家族の時間の大半は「日
常」で占められている。「支援現場」は、事件
や困難、つまり「非日常」の事態が起こって
いることが前提であり、それをいかにして「日
常に戻すか」が課題である。しかし、家族の
時間の大半は、事件などが起こっていない日
常である。「共にいる」ということである。
　そして、日常の終点が「お葬式」である。だが、
家族が脆弱化したことで「最期に引き受ける
人がいない」人が増えている。ホームレスの
場合は、８割以上は家族が来ない葬儀となる。
葬儀を社会で引き受ける仕組み、すなわち葬
儀の社会化が必要となる。抱樸では、地域で
互助会を創設し日常的な見守りやサロン、バ
ス旅行などレクリエーションに加え、「互助会
葬」を実施している。写真（資料③）は、葬
儀後の骨上げの場面である。一見家族写真に
見えるが、全員が「赤の他人」だ。

資料③
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家族（家庭）モデルの５つの機能 
社会保障・・・家族機能の社会化（赤の他人の登場） 

①家庭内サービス提供 
  サービスの提供・・・住居、食事、睡眠、看護、教育、服飾、介護 
 ※この部分の社会化も進行中・・・ファミマお母さん食堂、介護保険 

②記憶の装置 
   記憶・・・・アイデンティティとデータベース      
③家庭外資源活用—つなぎ・もどしの連続的行使 
  家族のニーズに応じた社会的資源をコーディネート 
  もどし機能・・・社会資源淘汰機能 

④役割と意味の付与・・・自己有用感確保・相互性の担保 助けられるから助けるへ 

⑤何気ない日常（葬儀まで）・・・問題解決ではなく、生活そのもの 
  日常生活支援と言う新たな分野 
  ※良い社会とは？・・・・赤の他人が葬儀を出し合う社会  
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